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【財務書類４表構成の相互関係】

＋ 本年度末歳計外現金

○貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度歳計外現金残高
を足したものと対応します。

○貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産変動計算書の
期末残高と対応します。

○行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

うち
現金
預金

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

貸借対照表
行政コスト

計算書
純資産変動

計算書
資金収支
計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

財務書類について 

１ 地方公会計制度導入の目的 

地方公共団体の会計制度は、地方自治法により、その調整方法や処理方法が規定され

ています。これらは「現金主義会計」と呼ばれ、現金の収入と支出の記録に重点を置い

たものとなっています。 

しかし、現金主義会計だけでは、地方公共団体の試算や債務の実態をつかみにくいこ

とから、民間企業で採用されている「発生主義会計」的な考え方を取り入れた決算資料

の作成が求められていました。 

本市では、平成２８年度決算から、総務省から示された「統一的な基準」による財務

書類の作成をすることで、類似団体との比較による財政状況の分析や、予算編成、公共

施設のマネジメントへの活用等を行い、より良い市政運営へつなげて行きます。 

 

 
 

○「発生主義・複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、資産・負債

などのストック情報が把握できる。 

○現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握し、自治体の財政状況などをわかり

やすく公表できる。 

○資産・債務の適正管理や有効活用といった、中・長期的な視点に立った自治体運営の

強化が可能になる。 

 

２ 財務書類４表の種類と関連性 

財務書類は「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算

書」の４つの表から構成されています。４表の関係は下図のとおりです。 

 

  

地方公会計の目的 
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３ 財務書類の範囲（令和５年度決算） 

 二本松市における財務書類の範囲は下図のとおりです。 

 

 

 

 

一般会計

土地取得特別会計

安達地方広域行政組合

福島県後期高齢者医療広域連合

福島県市民交通災害共済組合

福島県市町村総合事務組合（消防補償等特別会計）

福島県市町村総合事務組合（消防賞じゅつ金特別会計）

福島県市町村総合事務組合（非常勤職員公務労災補償特別会計）

水道事業会計

下水道事業会計

一

部

事

務
組

合

地

方
公

社

・

第

三

セ
ク

タ
ー

等

安達地域農業振興公社

二本松菊栄会

二本松市振興公社

宅地造成事業会計

連結財務書類

全体財務書類

一般会計等

国民健康保険特別会計（事業勘定）

国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計

公設地方卸売市場特別会計

茂原財産区特別会計

田沢財産区特別会計

石平財産区特別会計

針道財産区特別会計

小手森財産区特別会計

工業団地造成事業会計
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 111,217,624   固定負債 31,216,467

    有形固定資産 106,045,400     地方債 28,262,676

      事業用資産 42,853,107     長期未払金 -

        土地 19,571,551     退職手当引当金 2,953,791

        立木竹 150,560     損失補償等引当金 -

        建物 70,222,167     その他 -

        建物減価償却累計額 -49,347,417   流動負債 4,953,701

        工作物 9,970,080     １年内償還予定地方債 3,346,476

        工作物減価償却累計額 -8,509,415     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 398,563

        航空機 -     預り金 1,208,662

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 36,170,167

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 795,582   固定資産等形成分 116,808,276

      インフラ資産 62,399,815   余剰分（不足分） -33,214,485

        土地 4,928,177

        建物 3,838,491

        建物減価償却累計額 -2,105,080

        工作物 162,846,376

        工作物減価償却累計額 -107,108,149

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 4,595,736

      物品減価償却累計額 -3,803,259

    無形固定資産 95,014

      ソフトウェア 95,014

      その他 -

    投資その他の資産 5,077,210

      投資及び出資金 1,957,093

        有価証券 3,989

        出資金 1,953,104

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 281,332

      長期貸付金 15,253

      基金 2,895,677

        減債基金 -

        その他 2,895,677

      その他 -

      徴収不能引当金 -72,146

  流動資産 8,546,335

    現金預金 2,805,586

    未収金 152,413

    短期貸付金 -

    基金 5,590,652

      財政調整基金 3,514,897

      減債基金 2,075,755

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -2,317 純資産合計 83,593,791

資産合計 119,763,959 負債及び純資産合計 119,763,959

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 27,615,773

    その他 -

  臨時利益 18,600

    資産売却益 18,600

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 27,467,213

  臨時損失 167,160

    災害復旧事業費 167,160

  経常収益 875,717

    使用料及び手数料 299,173

    その他 576,544

      社会保障給付 3,964,424

      他会計への繰出金 2,472,575

      その他 452,397

        その他 225,655

    移転費用 13,046,554

      補助金等 6,157,158

      その他の業務費用 327,570

        支払利息 82,473

        徴収不能引当金繰入額 19,442

        維持補修費 802,900

        減価償却費 4,689,278

        その他 -

        その他 799,057

      物件費等 10,422,431

        物件費 4,930,253

        職員給与費 3,348,756

        賞与等引当金繰入額 398,563

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 28,342,930

    業務費用 15,296,377

      人件費 4,546,375

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 85,385,816 119,182,584 -33,796,768

  純行政コスト（△） -27,615,773 -27,615,773

  財源 25,595,636 25,595,636

    税収等 18,213,509 18,213,509

    国県等補助金 7,382,128 7,382,128

  本年度差額 -2,020,136 -2,020,136

  固定資産等の変動（内部変動） -2,374,307 2,381,787

    有形固定資産等の増加 2,510,884 -2,510,884

    有形固定資産等の減少 -4,689,278 4,696,758

    貸付金・基金等の増加 2,475,400 -2,475,400

    貸付金・基金等の減少 -2,671,313 2,671,313

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 220,632 - 220,632

  本年度純資産変動額 -1,792,025 -2,374,307 582,283

本年度末純資産残高 83,593,791 116,808,276 -33,214,485

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 1,703,223

本年度歳計外現金増減額 -494,561

本年度末歳計外現金残高 1,208,662

本年度末現金預金残高 2,805,586

    その他の収入 -

財務活動収支 -969,456

本年度資金収支額 -685,897

前年度末資金残高 2,282,821

本年度末資金残高 1,596,924

  財務活動支出 3,205,097

    地方債償還支出 3,205,097

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,235,641

    地方債発行収入 2,235,641

    貸付金元金回収収入 600,986

    資産売却収入 18,600

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,274,647

【財務活動収支】

    貸付金支出 593,500

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,255,240

    国県等補助金収入 1,234,246

    基金取崩収入 1,401,408

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,529,887

    公共施設等整備費支出 2,510,884

    基金積立金支出 1,419,608

    投資及び出資金支出 5,895

  臨時支出 167,160

    災害復旧事業費支出 167,160

    その他の支出 -

  臨時収入 65,319

業務活動収支 1,558,206

  業務収入 25,229,399

    税収等収入 18,399,896

    国県等補助金収入 6,082,563

    使用料及び手数料収入 304,888

    その他の収入 442,053

    移転費用支出 13,046,554

      補助金等支出 6,157,158

      社会保障給付支出 3,964,424

      他会計への繰出支出 2,472,575

      その他の支出 452,397

    業務費用支出 10,522,799

      人件費支出 4,490,221

      物件費等支出 5,724,449

      支払利息支出 82,473

      その他の支出 225,655

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 23,569,352
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一般会計等財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、経常収益その他へ振り替えております。 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っております。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、臨時利益へ振り替えております。 
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（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によって処理しております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 
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４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計 

 

（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 
条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 
（５）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（６）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 
（７）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務金額 なし 
 
（８）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 
－ － 9.1％ 32.6％ 
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（９）繰越事業に係る将来の支出予定額 

継続費 108,668 千円 
繰越明許費 701,521 千円 
事故繰越 114,897 千円 

合計 925,086 千円 
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 142,720,241   固定負債 50,262,191

    有形固定資産 134,318,438     地方債等 38,490,153

      事業用資産 43,138,882     長期未払金 -

        土地 19,761,167     退職手当引当金 3,121,215

        立木竹 150,560     損失補償等引当金 -

        建物 70,578,688     その他 8,650,824

        建物減価償却累計額 -49,607,781   流動負債 6,527,566

        工作物 9,970,080     １年内償還予定地方債等 4,488,737

        工作物減価償却累計額 -8,509,415     未払金 393,935

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 434,806

        航空機 -     預り金 1,210,087

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 56,789,757

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 795,582   固定資産等形成分 148,862,936

      インフラ資産 89,583,506   余剰分（不足分） -49,373,084

        土地 6,459,343   他団体出資等分 -

        建物 5,063,481

        建物減価償却累計額 -2,406,225

        工作物 201,485,664

        工作物減価償却累計額 -121,166,981

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 148,224

      物品 6,808,835

      物品減価償却累計額 -5,212,784

    無形固定資産 1,683,041

      ソフトウェア 116,266

      その他 1,566,775

    投資その他の資産 6,718,762

      投資及び出資金 2,571,266

        有価証券 603,989

        出資金 1,967,277

        その他 -

      長期延滞債権 493,440

      長期貸付金 15,253

      基金 3,744,367

        減債基金 -

        その他 3,744,367

      その他 -

      徴収不能引当金 -105,563

  流動資産 13,559,368

    現金預金 7,008,000

    未収金 403,546

    短期貸付金 -

    基金 6,142,695

      財政調整基金 4,066,940

      減債基金 2,075,755

    棚卸資産 12,566

    その他 -

    徴収不能引当金 -7,440

  繰延資産 - 純資産合計 99,489,852

資産合計 156,279,609 負債及び純資産合計 156,279,609

全体貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

全体行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 40,464,159

    業務費用 18,223,915

      人件費 5,004,902

        職員給与費 3,706,950

        賞与等引当金繰入額 434,806

        退職手当引当金繰入額 13,703

        その他 849,442

      物件費等 12,583,803

        物件費 5,865,154

        維持補修費 951,442

        減価償却費 5,767,207

        その他 -

      その他の業務費用 635,210

        支払利息 252,524

        徴収不能引当金繰入額 20,890

        その他 361,797

    移転費用 22,240,244

      補助金等 17,823,225

      社会保障給付 3,964,424

      その他 452,595

  経常収益 2,450,198

    使用料及び手数料 1,731,084

    その他 719,114

純経常行政コスト 38,013,961

  臨時損失 167,160

    災害復旧事業費 167,160

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 67,898

    資産売却益 18,600

    その他 49,297

純行政コスト 38,113,223
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 101,049,941 151,695,176 -50,645,234 -

  純行政コスト（△） -38,113,223 -38,113,223 -

  財源 36,056,977 36,056,977 -

    税収等 22,466,863 22,466,863 -

    国県等補助金 13,590,114 13,590,114 -

  本年度差額 -2,056,246 -2,056,246 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,877,545 2,885,025

    有形固定資産等の増加 3,156,639 -3,156,639

    有形固定資産等の減少 -6,169,506 6,176,986

    貸付金・基金等の増加 2,866,204 -2,866,204

    貸付金・基金等の減少 -2,730,882 2,730,882

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 488,677 45,306 443,371

  本年度純資産変動額 -1,560,090 -2,832,240 1,272,150 -

本年度末純資産残高 99,489,852 148,862,936 -49,373,084 -

全体純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

全体資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 34,310,321

    業務費用支出 12,070,077

      人件費支出 4,930,353

      物件費等支出 6,533,617

      支払利息支出 252,524

      その他の支出 353,584

    移転費用支出 22,240,244

      補助金等支出 17,823,225

      社会保障給付支出 3,964,424

      その他の支出 452,595

  業務収入 37,109,616

    税収等収入 22,522,318

    国県等補助金収入 12,290,549

    使用料及び手数料収入 1,717,029

    その他の収入 579,720

  臨時支出 167,160

    災害復旧事業費支出 167,160

    その他の支出 -

  臨時収入 114,616

業務活動収支 2,746,751

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,502,544

    公共施設等整備費支出 3,108,055

    基金積立金支出 1,595,094

    投資及び出資金支出 5,895

    貸付金支出 793,500

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,380,818

    国県等補助金収入 1,234,246

    基金取崩収入 1,428,588

    貸付金元金回収収入 600,986

    資産売却収入 104,905

    その他の収入 12,093

投資活動収支 -2,121,726

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,212,377

    地方債等償還支出 4,212,377

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,780,997

    地方債等発行収入 2,695,072

    その他の収入 85,925

前年度末歳計外現金残高 1,703,223

本年度歳計外現金増減額 -494,561

本年度末歳計外現金残高 1,208,662

本年度末現金預金残高 7,008,000

財務活動収支 -1,431,380

本年度資金収支額 -806,355

前年度末資金残高 6,605,693

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,799,338
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全体会計財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、経常収益その他へ振り替えております。 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っております。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、臨時利益へ振り替えております。 
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（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によって処理しております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 
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（５）その他重要な後発事象 

特になし 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計 

② 土地取得特別会計 

③ 国民健康保険特別会計（事業勘定） 

④ 国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定） 

⑤ 後期高齢者医療特別会計 

⑥ 介護保険特別会計 

⑦ 公設地方卸売市場特別会計 

⑧ 茂原財産区特別会計 

⑨ 田沢財産区特別会計 

⑩ 石平財産区特別会計 

⑪ 針道財産区特別会計 

⑫ 小手森財産区特別会計 

⑬ 工業団地造成事業会計 

⑭ 宅地造成事業会計 

⑮ 水道事業会計 

⑯ 下水道事業会計  
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（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 
条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 
（５）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（６）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 

（７）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務金額 なし 
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 149,399,078   固定負債 50,595,940

    有形固定資産 140,132,545     地方債等 38,822,014

      事業用資産 48,569,922     長期未払金 -

        土地 21,533,530     退職手当引当金 3,121,215

        立木竹 150,560     損失補償等引当金 -

        建物 79,000,783     その他 8,652,711

        建物減価償却累計額 -54,521,949   流動負債 6,743,823

        工作物 10,304,209     １年内償還予定地方債等 4,575,132

        工作物減価償却累計額 -8,732,530     未払金 435,927

        船舶 365     未払費用 597

        船舶減価償却累計額 -365     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 479,189

        航空機 -     預り金 1,250,439

        航空機減価償却累計額 -     その他 2,540

        その他 53,123 負債合計 57,339,763

        その他減価償却累計額 -13,387 【純資産の部】

        建設仮勘定 795,582   固定資産等形成分 155,679,936

      インフラ資産 89,583,506   余剰分（不足分） -49,385,962

        土地 6,459,343   他団体出資等分 -

        建物 5,063,481

        建物減価償却累計額 -2,406,225

        工作物 201,485,664

        工作物減価償却累計額 -121,166,981

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 148,224

      物品 8,349,942

      物品減価償却累計額 -6,370,825

    無形固定資産 1,695,620

      ソフトウェア 126,606

      その他 1,569,014

    投資その他の資産 7,570,914

      投資及び出資金 2,571,298

        有価証券 603,999

        出資金 1,967,299

        その他 -

      長期延滞債権 493,550

      長期貸付金 15,253

      基金 4,535,564

        減債基金 -

        その他 4,535,564

      その他 60,811

      徴収不能引当金 -105,563

  流動資産 14,234,659

    現金預金 7,484,353

    未収金 428,462

    短期貸付金 -

    基金 6,280,858

      財政調整基金 4,205,103

      減債基金 2,075,755

    棚卸資産 41,491

    その他 6,936

    徴収不能引当金 -7,440

  繰延資産 - 純資産合計 106,293,974

資産合計 163,633,737 負債及び純資産合計 163,633,737

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 18,600

    その他 49,297

純行政コスト 45,496,067

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 32

  臨時利益 67,898

  臨時損失 167,274

    災害復旧事業費 167,160

    資産除売却損 82

    使用料及び手数料 1,731,084

    その他 1,522,000

純経常行政コスト 45,396,691

      社会保障給付 3,964,424

      その他 481,691

  経常収益 3,253,084

        その他 574,052

    移転費用 29,461,698

      補助金等 25,015,584

      その他の業務費用 847,501

        支払利息 252,559

        徴収不能引当金繰入額 20,890

        維持補修費 959,443

        減価償却費 5,780,853

        その他 -

        その他 1,023,706

      物件費等 13,026,757

        物件費 6,286,462

        職員給与費 3,841,522

        賞与等引当金繰入額 434,806

        退職手当引当金繰入額 13,783

  経常費用 48,649,775

    業務費用 19,188,077

      人件費 5,313,818

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

-20-



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 107,321,385 157,745,789 -50,424,405 -

  純行政コスト（△） -45,496,067 -45,496,067 -

  財源 43,439,445 43,439,445 -

    税収等 23,788,991 23,788,991 -

    国県等補助金 19,650,454 19,650,454 -

  本年度差額 -2,056,622 -2,056,622 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,643,462 2,650,942

    有形固定資産等の増加 3,162,837 -3,162,837

    有形固定資産等の減少 -6,183,234 6,190,714

    貸付金・基金等の増加 3,106,505 -3,106,505

    貸付金・基金等の減少 -2,729,571 2,729,571

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 53 -687 739 -

  その他 1,021,679 578,296 443,383

  本年度純資産変動額 -1,027,410 -2,065,853 1,038,443 -

本年度末純資産残高 106,293,974 155,679,936 -49,385,962 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 1,704,098

本年度歳計外現金増減額 -494,554

本年度末歳計外現金残高 1,209,543

本年度末現金預金残高 7,484,353

財務活動収支 -1,435,123

本年度資金収支額 -1,049,343

前年度末資金残高 7,323,413

比例連結割合変更に伴う差額 740

本年度末資金残高 6,274,810

    地方債等償還支出 4,214,377

    その他の支出 1,743

  財務活動収入 2,780,997

    地方債等発行収入 2,695,072

    その他の収入 85,925

    資産売却収入 104,905

    その他の収入 12,093

投資活動収支 -2,363,361

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,216,121

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,380,818

    国県等補助金収入 1,234,246

    基金取崩収入 1,428,588

    貸付金元金回収収入 600,986

  投資活動支出 5,744,179

    公共施設等整備費支出 3,108,055

    基金積立金支出 1,836,729

    投資及び出資金支出 5,895

    貸付金支出 793,500

    災害復旧事業費支出 167,160

    その他の支出 -

  臨時収入 114,616

業務活動収支 2,749,142

【投資活動収支】

    税収等収入 23,844,493

    国県等補助金収入 18,350,889

    使用料及び手数料収入 1,717,077

    その他の収入 1,382,393

  臨時支出 167,160

    移転費用支出 29,461,698

      補助金等支出 25,015,584

      社会保障給付支出 3,964,424

      その他の支出 481,691

  業務収入 45,294,852

    業務費用支出 13,031,468

      人件費支出 5,242,132

      物件費等支出 6,966,951

      支払利息支出 252,559

      その他の支出 569,826

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 42,493,167
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連結会計財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 
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（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によって処理しております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 

 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 
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５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計：全部連結 

② 土地取得特別会計：全部連結 

③ 国民健康保険特別会計（事業勘定）：全部連結 

④ 国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定）：全部連結 

⑤ 後期高齢者医療特別会計：全部連結 

⑥ 介護保険特別会計：全部連結 

⑦ 公設地方卸売市場特別会計：全部連結 

⑧ 茂原財産区特別会計：全部連結 

⑨ 田沢財産区特別会計：全部連結 

⑩ 石平財産区特別会計：全部連結 

⑪ 針道財産区特別会計：全部連結 

⑫ 小手森財産区特別会計：全部連結 

⑬ 工業団地造成事業会計：全部連結 

⑭ 宅地造成事業会計：全部連結 

⑮ 水道事業会計：全部連結 

⑯ 下水道事業会計：全部連結 

⑰ 安達地方広域行政組合（一般会計）：比例連結 

⑱ 安達地方広域行政組合（地域振興事業特別会計）：比例連結 

⑲ 福島県後期高齢者医療広域連合（一般会計）：比例連結 

⑳ 福島県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計）：比例連結 

㉑ 福島県市民交通災害共済組合：比例連結 

㉒ 福島県市町村総合事務組合（一般会計）：比例連結 

㉓ 福島県市町村総合事務組合（消防補償等特別会計）：比例連結 

㉔ 福島県市町村総合事務組合（消防賞じゅつ金特別会計）：比例連結 

㉕ 福島県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害補償特別会計）：比例連結 

㉖ 一般財団法人安達地域農業振興公社：比例連結 
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㉗ 一般財団法人二本松菊栄会：全部連結 

㉘ 株式会社二本松市振興公社：全部連結 

 

（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

特になし 

 

（３） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 
条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 
（５）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

 

（６）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

 
（７）自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース 

債務金額 なし 
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